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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ワイヤレス通信のための装置であって、
　接地要素と、
　前記接地要素よりも上にあり、両反対の前縁部および後縁部を有する第１の放射要素と
、
　前記第１の放射要素にほぼ平行に、かつ前記第１の放射要素よりも上に位置する第２の
放射要素と、
　前記第１の放射要素の前縁部を前記第２の放射要素に結合する少なくとも１つの結合要
素と、
　前記接地要素を前記第１の放射要素の前記後縁部に隣接する前記第１の放射要素の一部
に結合する少なくとも１つの短絡要素と
を備え、
　前記第１の放射要素の前記前縁部から前記後縁部までの長さが、前記装置を動作させる
ための無線帯域内の周波数に対する波長の約１／４に等しく、
　前記第１の放射要素の前記前縁部から前記接地要素の対応する縁部までの横方向距離が
、前記波長の約１／２以下であり、
　前記第１の放射要素の前記後縁部から前記接地要素の対応する縁部までの横方向距離が
、前記波長の約１／２以上である、
装置。
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【請求項２】
　前記第１の放射要素が両反対の側面縁部をさらに有し、前記第１の放射要素の前記側面
縁部の各々から前記接地要素の対応する縁部までの横方向距離が、前記波長の約１／２以
上である、請求項１に記載の装置。
【請求項３】
　前記第１の放射要素の前記前縁部から前記接地要素の前記対応する縁部までの前記横方
向距離がほぼ０である、請求項１に記載の装置。
【請求項４】
　前記接地要素にほぼ平行に、かつ前記接地要素よりも下に位置する少なくとも１つの第
２の接地要素と、
　前記接地要素および前記少なくとも１つの第２の接地要素を結合する少なくとも１つの
結合要素と
をさらに備える、請求項１に記載の装置。
【請求項５】
　前記少なくとも１つの短絡要素が、前記後縁部に沿って前記第１の放射要素の大部分に
接触する複数のビアを備える、請求項１に記載の装置。
【請求項６】
　前記第１の放射要素および前記接地要素をサポートするように構成された基板をさらに
備える装置であって、前記第１の放射要素の前記前縁部から前記接地要素の対応する縁部
までの横方向距離、および前記第１の放射要素の前記前縁部から前記基板の対応する縁部
までの横方向距離がほぼ同じである、請求項１に記載の装置。
【請求項７】
　ワイヤレスノードであって、
　少なくとも１つの、請求項１から６のいずれか一項に記載の装置と、
　ネットワークにおける送信のためのデータを生成するように構成された処理システムと
、
　前記少なくとも１つの装置を介して前記ネットワークにおける前記データを送信するよ
うに構成された送信機と、を含む、ワイヤレスノード。
【請求項８】
　ワイヤレス通信のための装置を製造するための方法であって、
　基板を設けるステップと、
　前記基板上に接地要素を形成するステップと、
　前記接地要素よりも上にあり、両反対の前縁部および後縁部を有する第１の放射要素を
形成するステップと、
　前記第１の放射要素にほぼ平行に、かつ前記第１の放射要素よりも上に位置する第２の
放射要素を形成するステップと、
　少なくとも１つの結合要素を介して前記第１の放射要素の前縁部を前記第２の放射要素
に結合するステップと、
　少なくとも１つの短絡要素を介して前記接地要素を前記第１の放射要素の前記後縁部に
隣接する前記第１の放射要素の一部に結合するステップと
を備え、
　前記第１の放射要素の前記前縁部から前記後縁部までの長さが、前記装置を動作させる
ための無線帯域内の周波数に対する波長の約１／４に等しくなるように選択され、
　前記第１の放射要素の前記前縁部から前記接地要素の対応する縁部までの横方向距離が
、前記波長の約１／２以下になるように選択され、
　前記第１の放射要素の前記後縁部から前記接地要素の対応する縁部までの横方向距離が
、前記波長の約１／２以上になるように選択される、
方法。
【請求項９】
　前記第１の放射要素が両反対の側面縁部を有するように形成され、前記第１の放射要素
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の前記側面縁部の各々から前記接地要素の対応する縁部までの横方向距離が、前記波長の
約１／２以上になるように選択される、請求項８に記載の方法。
【請求項１０】
　前記第１の放射要素の前記前縁部から前記接地要素の前記対応する縁部までの前記横方
向距離がほぼ０になるように選択される、請求項８に記載の方法。
【請求項１１】
　前記接地要素にほぼ平行に、かつ前記接地要素よりも下に位置する少なくとも１つの第
２の接地要素を形成するステップと、
　少なくとも１つの結合要素を介して前記接地要素および前記少なくとも１つの第２の接
地要素を結合するステップと
をさらに備える、請求項８に記載の方法。
【請求項１２】
　前記接地要素を前記第１の放射要素の前記一部に結合する前記ステップが、前記後縁部
に沿って前記第１の放射要素の大部分に接触する複数のビアを形成することを備える、請
求項８に記載の方法。
【請求項１３】
　前記第１の放射要素の前記前縁部から前記接地要素の対応する縁部までの横方向距離、
および前記第１の放射要素の前記前縁部から前記基板の対応する縁部までの横方向距離が
ほぼ同じになるように選択される、請求項８に記載の方法。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
関連出願の相互参照
　本出願は、２０１５年９月２日に米国特許商標庁に出願した非仮出願第１４／８４３，
７３３号の優先権および利益を主張する。
【０００２】
　本開示の態様は、一般に、通信デバイス用のパッチアンテナ回路に関し、より詳細には
、ローアングル放射性能の向上のための短尺半パッチアンテナ構造に関する。
【背景技術】
【０００３】
　６０ＧＨｚ帯域を使用した通信は、電子消費者デバイスのための短距離高スループット
データリンクを提供するのに特に興味がある。多くのタイプの電子消費者デバイスにおい
てそのような通信をサポートするために、前方またはローアングル方向を含む、すべての
可能な方向に放射することができるロープロファイル／ローエリアアンテナが必要とされ
る。ローアングル放射をサポートするために消費者デバイス内にアンテナを設けるための
１つの方法は、プリント回路板（ＰＣＢ）の縁部にプリントダイポールアンテナを使用す
ることである。この方法は、プリントされるＰＣＢに平行に偏波される放射線を形成する
。しかしながら、このアプローチは、ダイポールアンテナの性質に起因する欠点を有する
。詳細には、ダイポールアンテナは、直列インダクタおよび分路キャパシタを有する共振
回路のようにふるまう。したがって、ダイポールの近傍のＰＣＢ上にあまりにも多くの他
の導電性要素が存在する場合、キャパシタンスが大きくなりすぎる場合があり、アンテナ
の帯域幅が損害を被る可能性がある。さらに、現代のＰＣＢ構造が通常、コストのために
、および／またはサイズのために高回路密度を必要とするので、ダイポールアンテナの近
傍のそのような他の導電性要素の数を減らすことは難しい。したがって、ダイポールアン
テナが適切に機能するのに必要なクリアランスを保持するのが難しい。ＰＣＢ内にローア
ングル放射アンテナを設けるための別の方法は、裏面近接キャビティスロットアンテナで
ある。しかしながら、裏面近接キャビティスロットアンテナはダイポールアンテナよりも
近接問題に敏感ではないが、キャビティの存在は、裏面近接キャビティスロットアンテナ
が６０ＧＨｚ（１４％）に必要な帯域幅にわたってチューニングするのをより難しくする
。
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【発明の概要】
【課題を解決するための手段】
【０００４】
　以下に、１つまたは複数の実施形態を基本的に理解できるようにそのような実施形態を
簡略的に要約する。この概要は、すべての考察された実施形態の包括的な概要ではなく、
すべての実施形態の主要な要素または重要な要素を識別するものではなく、いずれかの実
施形態またはすべての実施形態の範囲を定めるものでもない。その唯一の目的は、後に提
示されるより詳細な説明の導入として、１つまたは複数の実施形態のいくつかの概念を簡
略化された形で提示することである。
【０００５】
　本開示の一態様は、ワイヤレス通信のための装置を含む。本装置は、接地要素と、接地
要素よりも上にあり、両反対の前縁部および後縁部を有する放射要素と、接地要素を放射
要素の後縁部に隣接する放射要素の一部に結合する少なくとも１つの短絡要素とを含む。
本装置において、放射要素の前縁部から後縁部までの長さは、本装置を動作させるための
無線帯域内の周波数に対する波長の約１／４に等しく、放射要素の前縁部から接地要素の
対応する縁部までの横方向距離は、その波長の約１／２以下であり、放射要素の後縁部か
ら接地要素の対応する縁部までの横方向距離は、その波長の約１／２以上である。
【０００６】
　本開示の別の態様は、ワイヤレス通信のための装置を含む。本装置は、接地要素と、接
地要素よりも上にあり、両反対の前縁部および後縁部を有する放射要素と、接地要素を放
射要素の後縁部に隣接する放射要素の一部に結合するための手段と、放射要素に給電する
ための手段とを含む。本装置において、放射要素の前縁部から後縁部までの長さは、本装
置を動作させるための無線帯域内の周波数に対する波長の約１／４に等しく、放射要素の
前縁部から接地要素の対応する縁部までの横方向距離は、その波長の約１／２以下であり
、放射要素の後縁部から接地要素の対応する縁部までの横方向距離は、その波長の約１／
２以上である。
【０００７】
　本開示の別の態様は、ワイヤレス通信のための装置を製造する方法を含む。本方法は、
基板を設けるステップと、基板上に接地要素を形成するステップと、接地要素よりも上に
あり、両反対の前縁部および後縁部を有する放射要素を形成するステップと、少なくとも
１つの短絡要素を介して接地要素を放射要素の後縁部に隣接する放射要素の一部に結合す
るステップとを含む。本方法において、放射要素の前縁部から後縁部までの長さは、本装
置を動作させるための無線帯域内の周波数に対する波長の約１／４に等しくなるように選
択され、放射要素の前縁部から接地要素の対応する縁部までの横方向距離は、その波長の
約１／２以下になるように選択され、放射要素の後縁部から接地要素の対応する縁部まで
の横方向距離は、その波長の約１／２以上になるように選択される。
【０００８】
　本開示の別の態様は、ワイヤレス局を含む。本ワイヤレス局は、接地要素と、接地要素
よりも上にあり、両反対の前縁部および後縁部を有する放射要素と、接地要素を放射要素
の後縁部に隣接する放射要素の一部に結合する少なくとも１つの短絡要素とを有する少な
くとも１つのアンテナを含む。本ワイヤレス局はまた、少なくとも１つのアンテナを介し
てネットワークにおいて送信される信号を受信するように構成された受信機と、それらの
信号に基づいて、ネットワークにおいて送信される情報を決定するように構成された処理
システムとを含む。本ワイヤレス局において、放射要素の前縁部から後縁部までの長さは
、本装置を動作させるための無線帯域内の周波数に対する波長の約１／４に等しく、放射
要素の前縁部から接地要素の対応する縁部までの横方向距離は、その波長の約１／２以下
であり、放射要素の後縁部から接地要素の対応する縁部までの横方向距離は、その波長の
約１／２以上である。
【０００９】
　本開示の別の態様は、アクセスポイントを含む。本アクセスポイントは、接地要素と、
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接地要素よりも上にあり、両反対の前縁部および後縁部を有する放射要素と、接地要素を
放射要素の後縁部に隣接する放射要素の一部に結合する少なくとも１つの短絡要素とを有
する少なくとも１つのアンテナを含む。本アクセスポイントはまた、ネットワークにおけ
る送信用の情報に対応する信号を生成するように構成された処理システムと、少なくとも
１つのアンテナを介して、ネットワークにおける送信用の信号を送信するように構成され
た送信機とを含む。本アクセスポイントにおいて、放射要素の前縁部から後縁部までの長
さは、本装置を動作させるための無線帯域内の周波数に対する波長の約１／４に等しく、
放射要素の前縁部から接地要素の対応する縁部までの横方向距離は、その波長の約１／２
以下であり、放射要素の後縁部から接地要素の対応する縁部までの横方向距離は、その波
長の約１／２以上である。
【００１０】
　上記の目的および関連の目的を達成するために、１つまたは複数の実施形態は、以下で
十分に説明され、特許請求の範囲において具体的に指摘される特徴を含む。以下の説明お
よび添付の図面は、１つまたは複数の実施形態のいくつかの例示的な態様を詳細に記載す
る。しかしながら、これらの態様は、様々な実施形態の原理が採用され得る様々な方法の
うちのほんのいくつかしか示しておらず、記載される実施形態は、そのようなすべての態
様およびそれらの均等物を含むものとする。
【図面の簡単な説明】
【００１１】
【図１】本開示のいくつかの態様による、例示的なワイヤレス通信ネットワークの図であ
る。
【図２】本開示のいくつかの態様による、例示的なアクセスポイントおよびユーザ端末の
ブロック図である。
【図３】本開示のいくつかの態様による、例示的なワイヤレスデバイスのブロック図であ
る。
【図４Ａ】本開示の一態様によるパッチアンテナを含むＰＣＢの上面図である。
【図４Ｂ】本開示の一態様によるパッチアンテナを含むＰＣＢの側面断面図である。
【図５】本開示の第１の代替の態様に従って構成されたパッチアンテナを含むＰＣＢを示
す図である。
【図６】本開示の第１の代替の態様に従って構成されたパッチアンテナを含むＰＣＢを示
す図である。
【図７】本開示の第１の代替の態様に従って構成されたパッチアンテナを含むＰＣＢを示
す図である。
【図８】本開示の一態様に従って構成されたパッチアンテナのアレイを含むＰＣＢを示す
図である。
【図９】本開示の一態様によるパッチアンテナの６０ＧＨｚ帯域にわたる反射損失のＸ－
Ｙプロット図である。
【図１０】本開示の一態様によるパッチアンテナの放射パターンを示す図である。
【発明を実施するための形態】
【００１２】
　添付の図面を参照しながら本開示の様々な態様について以下でより十分に説明する。た
だし、本開示は、多くの異なる形態で実施され得るものであり、本開示全体にわたって提
示する任意の特定の構造または機能に限定されるものと解釈すべきではない。むしろ、こ
れらの態様は、本開示が周到で完全になり、本開示の範囲を当業者に十分に伝えるために
与えるものである。本明細書の教示に基づいて、本開示の範囲は、本開示の他の態様とは
独立に実装されるにせよ、または本開示の他の態様と組み合わせて実装されるにせよ、本
明細書で開示する本開示のいかなる態様をも包含するものであることを、当業者は諒解さ
れたい。たとえば、本明細書に記載の任意の数の態様を使用して、装置が実装され得るか
、または方法が実施され得る。さらに、本開示の範囲は、本明細書に記載の本開示の様々
な態様に加えてまたはそれらの態様以外に、他の構造、機能、または構造および機能を使
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用して実施されるそのような装置またはそのような方法を包含するものとする。本明細書
で開示する本開示のいずれの態様も請求項の１つまたは複数の要素によって具体化され得
ることを理解されたい。
【００１３】
　本開示は、以下に示すように、アクセスポイント（ＡＰ）デバイスおよび他の同様のデ
バイスのアンテナアレイ構造に関する。便宜上、この改善されたパッチアンテナ構造は、
このアンテナ構造のＡＰデバイス実装形態のコンテキストにおいて説明する。しかしなが
ら、以下にさらに説明するように、本明細書で説明する技法が他の用途を有する場合があ
ることを理解されたい。
【００１４】
　特定の態様が本明細書に記載されているが、これらの態様の多くの変形および入れ替え
は、本開示の範囲内に入る。好ましい態様のいくつかの利益および利点が述べられている
が、本開示の範囲は、特定の利益、用途、または目的に限定されることを意図していない
。むしろ、本開示の態様は、異なるワイヤレス技術、システム構成、ネットワーク、およ
び伝送プロトコルに、広範囲に適用できることが意図され、これらのうちのいくつかは、
各図面および好ましい態様の以下の説明で、例として示される。発明を実施するための形
態および図面は、限定的なものではなく、本開示を説明するものにすぎず、本開示の範囲
は、添付の特許請求の範囲およびその均等物によって規定されている。
【００１５】
　本明細書の教示は、様々な有線またはワイヤレスの装置（たとえば、ノード）に組み込
まれ得る（たとえば、その装置内に実装され、またはその装置によって実行され得る）。
いくつかの態様では、本明細書の教示に従って実装されるワイヤレスノードは、アクセス
ポイントまたはアクセス端末を含み得る。ワイヤレスノードは、たとえば、有線通信リン
クまたはワイヤレス通信リンクを介して、ネットワーク（たとえば、インターネットまた
はセルラーネットワークなどのワイドエリアネットワーク）のための、またはネットワー
クへの接続性を提供し得る。
【００１６】
　アクセスポイント（「ＡＰ」）は、ノードＢ、無線ネットワークコントローラ（「ＲＮ
Ｃ」）、発展型ノードＢ（ｅＮＢ）、基地局コントローラ（「ＢＳＣ」）、トランシーバ
基地局（「ＢＴＳ」）、基地局（「ＢＳ」）、トランシーバ機能（「ＴＦ」）、無線ルー
タ、無線トランシーバ、基本サービスセット（「ＢＳＳ」）、拡張サービスセット（「Ｅ
ＳＳ」）、無線基地局（「ＲＢＳ」）、またはいくつかの他の用語を備えてもよく、それ
らとして実装されてもよく、またはそれらと呼ばれてもよい。
【００１７】
　アクセス端末（「ＡＴ」）は、加入者局、加入者ユニット、移動局（ＭＳ）、リモート
局、リモート端末、ユーザ端末（ＵＴ）、ユーザエージェント、ユーザデバイス、ユーザ
機器（ＵＥ）、ユーザ局、またはいくつかの他の用語を備えてもよく、それらとして実装
されてもよく、またはそれらと呼ばれてもよい。いくつかの実装形態では、アクセス端末
には、セルラー電話、コードレス電話、セッション開始プロトコル（「ＳＩＰ」）電話、
ワイヤレスローカルループ（「ＷＬＬ」）局、携帯情報端末（「ＰＤＡ」）、ワイヤレス
接続機能を有するハンドヘルドデバイス、局（「ＳＴＡ」）、またはワイヤレスモデムに
結合された何らかの他の適切な処理デバイスを含めてもよい。したがって、本明細書で教
示する１つまたは複数の態様は、電話（たとえば、セルラー電話またはスマートフォン）
、コンピュータ（たとえば、ラップトップ）、タブレット、ポータブル通信デバイス、ポ
ータブルコンピューティングデバイス（たとえば、携帯情報端末）、エンターテインメン
トデバイス（たとえば、音楽デバイスもしくはビデオデバイス、または衛星ラジオ）、全
地球測位システム（ＧＰＳ）デバイス、またはワイヤレス媒体もしくは有線媒体を介して
通信するように構成された任意の他の適切なデバイスに組み込まれることがある。
【００１８】
例示的なワイヤレス通信システム



(7) JP 6772252 B2 2020.10.21

10

20

30

40

50

　本明細書で説明する技法は、直交多重化方式に基づく通信システムを含む様々なブロー
ドバンドワイヤレス通信システムに使用され得る。そのような通信システムの例には、空
間分割多元接続（ＳＤＭＡ）システム、時分割多元接続（ＴＤＭＡ）システム、直交周波
数分割多元接続（ＯＦＤＭＡ）システム、およびシングルキャリア周波数分割多元接続（
ＳＣ－ＦＤＭＡ）システムがある。ＳＤＭＡシステムは、十分に異なる方向を利用して、
複数のユーザ端末に属するデータを同時に送信することができる。ＴＤＭＡシステムは、
複数のユーザ端末が、送信信号を異なるタイムスロットに分割することによって、同じ周
波数チャネルを共有することを可能にし、各タイムスロットが異なるユーザ端末に割り当
てられ得る。ＯＦＤＭＡシステムは、システム帯域幅全体を複数の直交するサブキャリア
に分割する変調技法である、直交周波数分割多重化（ＯＦＤＭ）を利用する。これらのサ
ブキャリアは、トーン、ビンなどと呼ばれる場合もある。ＯＦＤＭでは、各サブキャリア
はデータにより独立して変調され得る。ＳＣ－ＦＤＭＡシステムは、システム帯域幅全体
にわたって分散されるサブキャリア上で送信するためのインタリーブドＦＤＭＡ（ＩＦＤ
ＭＡ）、隣接するサブキャリアのブロック上で送信するための局所化ＦＤＭＡ（ＬＦＤＭ
Ａ）、または隣接するサブキャリアの複数のブロック上で送信するためのエンハンストＦ
ＤＭＡ（ＥＦＤＭＡ）を利用し得る。一般に、変調シンボルは、ＯＦＤＭでは周波数領域
で、ＳＣ－ＦＤＭＡでは時間領域で送られる。
【００１９】
　本明細書の教示は、様々な有線またはワイヤレスの装置（たとえば、ノード）に組み込
まれ得る（たとえば、その装置内に実装され、またはその装置によって実行され得る）。
いくつかの態様では、本明細書の教示に従って実装されるワイヤレスノードは、アクセス
ポイントまたはアクセス端末を含み得る。ワイヤレスノードは、たとえば、有線通信リン
クまたはワイヤレス通信リンクを介して、ネットワーク（たとえば、インターネットまた
はセルラーネットワークなどのワイドエリアネットワーク）のための、またはネットワー
クへの接続性を提供し得る。
【００２０】
　アクセスポイント（「ＡＰ」）は、ノードＢ、無線ネットワークコントローラ（「ＲＮ
Ｃ」）、進化型ノードＢ（ｅＮＢ）、基地局コントローラ（「ＢＳＣ」）、送受信基地局
（「ＢＴＳ」）、基地局（「ＢＳ」）、トランシーバ機能（「ＴＦ」）、無線ルータ、無
線トランシーバ、基本サービスセット（「ＢＳＳ」）、拡張サービスセット（「ＥＳＳ」
）、無線基地局（「ＲＢＳ」）、もしくは何らかの他の用語を含むか、それらのいずれか
として実装されるか、またはそれらのいずれかとして知られている場合がある。
【００２１】
　アクセス端末（「ＡＴ」）は、加入者局、加入者ユニット、移動局（ＭＳ）、リモート
局、リモート端末、ユーザ端末（ＵＴ）、ユーザエージェント、ユーザデバイス、ユーザ
機器（ＵＥ）、ユーザ局、もしくは何らかの他の用語を含むか、それらのいずれかとして
実装されるか、またはそれらのいずれかとして知られている場合がある。いくつかの実装
形態では、アクセス端末は、セルラー電話、コードレス電話、セッション開始プロトコル
（「ＳＩＰ」）電話、ワイヤレスローカルループ（「ＷＬＬ」）局、携帯情報端末（「Ｐ
ＤＡ」）、ワイヤレス接続機能を有するハンドヘルドデバイス、局（「ＳＴＡ」）、また
はワイヤレスモデムに結合された何らかの他の適切な処理デバイスを含み得る。したがっ
て、本明細書で教示される１つまたは複数の態様は、電話（たとえば、セルラー電話また
はスマートフォン）、コンピュータ（たとえば、ラップトップ）、タブレット、ポータブ
ル通信デバイス、ポータブルコンピューティングデバイス（たとえば、携帯情報端末）、
エンターテインメントデバイス（たとえば、音楽もしくはビデオデバイス、または衛星ラ
ジオ）、全地球測位システム（ＧＰＳ）デバイス、またはワイヤレスもしくは有線媒体を
介して通信するように構成された任意の他の適切なデバイスに組み込まれ得る。
【００２２】
　図１は、本開示の態様が実施され得る例示的なワイヤレス通信システムを示す。たとえ
ば、ＡＰ１１０は、ネットワークにおいて通信するための最小帯域幅と最大帯域幅の両方
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を示す１つまたは複数のビットを有するフレームを生成し送信するように構成される場合
がある。ＵＴ１２０は、そのフレームを取得し（たとえば、受信し）、フレーム内の１つ
または複数のビットに基づいて、ネットワークにおいて通信するための最小帯域幅と最大
帯域幅の両方を決定するように構成される場合がある。
【００２３】
　図１は、アクセスポイントおよびユーザ端末を有する多元接続多入力多出力（ＭＩＭＯ
）システム１００を示す。簡潔にするために、図１にはただ１つのアクセスポイント１１
０が示される。アクセスポイントは、一般に、ユーザ端末と通信する固定局であり、基地
局または何らかの他の用語で呼ばれる場合もある。ユーザ端末は、固定でもモバイルでも
よく、移動局、ワイヤレスデバイス、ユーザ機器、または何らかの他の用語で呼ばれる場
合もある。アクセスポイント１１０は、ダウンリンクおよびアップリンク上で所与の瞬間
において１つまたは複数のユーザ端末１２０と通信し得る。ダウンリンク（すなわち、順
方向リンク）はアクセスポイントからユーザ端末への通信リンクであり、アップリンク（
すなわち、逆方向リンク）はユーザ端末からアクセスポイントへの通信リンクである。ユ
ーザ端末は、別のユーザ端末とピアツーピアで通信する場合もある。
【００２４】
　システムコントローラ１３０は、これらのＡＰおよび／または他のシステムに調整およ
び制御を提供し得る。ＡＰは、たとえば、無線周波数電力、チャネル、認証、およびセキ
ュリティに対する調整を扱い得るシステムコントローラ１３０によって管理され得る。シ
ステムコントローラ１３０は、バックホールを介してＡＰと通信し得る。ＡＰは、たとえ
ば、ワイヤレスバックホールまたは有線バックホールを介して直接または間接的に互いに
通信する場合もある。
【００２５】
　以下の開示の部分は、空間分割多元接続（ＳＤＭＡ）を介して通信することが可能なユ
ーザ端末１２０について説明するが、いくつかの態様では、ユーザ端末１２０は、ＳＤＭ
Ａをサポートしないいくつかのユーザ端末も含み得る。したがって、そのような態様では
、ＡＰ１１０は、ＳＤＭＡユーザ端末と非ＳＤＭＡユーザ端末の両方と通信するように構
成され得る。この手法は、より新しいＳＤＭＡユーザ端末が適宜導入されることを可能に
しながら、より古いバージョンのユーザ端末（「レガシー」局）が企業に配備されたまま
であることを都合よく可能にして、それらの有効寿命を延長することができる。
【００２６】
　システム１００は、ダウンリンクおよびアップリンク上でのデータ送信のために複数の
送信アンテナおよび複数の受信アンテナを採用する。アクセスポイント１１０は、Ｎａｐ

個のアンテナを備え、ダウンリンク送信では多入力（ＭＩ）を表し、アップリンク送信で
は多出力（ＭＯ）を表す。Ｋ個の選択されたユーザ端末１２０のセットは、ダウンリンク
送信では多出力を集合的に表し、アップリンク送信では多入力を集合的に表す。純粋なＳ
ＤＭＡの場合、Ｋ個のユーザ端末のためのデータシンボルストリームが、何らかの手段に
よって、コード、周波数、または時間において多重化されない場合、Ｎａｐ≧Ｋ≧１であ
ることが望まれる。ＴＤＭＡ技法、ＣＤＭＡを用いた様々なコードチャネル、ＯＦＤＭを
用いたサブバンドの独立セットなどを使用してデータシンボルストリームを多重化するこ
とができる場合、ＫはＮａｐよりも大きくすることができる。各々の選択されたユーザ端
末は、ユーザ固有のデータをアクセスポイントに送信し、かつ／またはアクセスポイント
からユーザ固有のデータを受信する。一般に、各選択されたユーザ端末は、１つまたは複
数のアンテナを備えることができる（すなわち、Ｎｕｔ≧１）。Ｋ個の選択されたユーザ
端末は、同じまたは異なる数のアンテナを有することができる。
【００２７】
　ＳＤＭＡシステムは、時分割複信（ＴＤＤ）システムまたは周波数分割複信（ＦＤＤ）
システムであり得る。ＴＤＤシステムの場合、ダウンリンクおよびアップリンクは、同じ
周波数帯域を共有する。ＦＤＤシステムの場合、ダウンリンクおよびアップリンクは、異
なる周波数帯域を使用する。システム１００は、送信のために単一のキャリアまたは複数
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のキャリアを利用する場合もある。各ユーザ端末は、（たとえば、コストを抑えるために
）単一のアンテナを備えるか、または（たとえば、追加コストをサポートすることができ
る場合）複数のアンテナを備える場合がある。ユーザ端末１２０が、送信／受信を異なる
タイムスロットに分割することによって、同じ周波数チャネルを共有する場合、システム
１００は、ＴＤＭＡシステムである場合もあり、各タイムスロットが、異なるユーザ端末
１２０に割り当てられる。
【００２８】
　図２は、本開示の態様を実装するために使用され得る、図１に示したＡＰ１１０および
ＵＴ１２０の例示的な構成要素を示す。ＡＰ１１０およびＵＴ１２０の１つまたは複数の
構成要素は、本開示の態様を実施するために使用され得る。たとえば、アンテナ２２４、
Ｔｘ／Ｒｘ２２２、プロセッサ２１０、２２０、２４０、２４２、および／またはコント
ローラ２３０は、本明細書で説明する動作を実行するために使用され得る。同様に、アン
テナ２５２、Ｔｘ／Ｒｘ２５４、プロセッサ２６０、２７０、２８８、および２９０、な
らびに／またはコントローラ２８０は、本明細書で説明する動作を実行するために使用さ
れ得る。
【００２９】
　図２は、ＭＩＭＯシステム１００におけるアクセスポイント１１０ならびに２つのユー
ザ端末１２０ｍおよび１２０ｘのブロック図を示す。アクセスポイント１１０は、Ｎｔ個
のアンテナ２２４ａ～２２４ａｐを備える。ユーザ端末１２０ｍは、Ｎｕｔ，ｍ個のアン
テナ２５２ｍａ～２５２ｍｕを備え、ユーザ端末１２０ｘは、Ｎｕｔ，ｘ個のアンテナ２
５２ｘａ～２５２ｘｕを備える。アクセスポイント１１０は、ダウンリンクでは送信エン
ティティであり、アップリンクでは受信エンティティである。各ユーザ端末１２０は、ア
ップリンクでは送信エンティティであり、ダウンリンクでは受信エンティティである。本
明細書で使用する場合、「送信エンティティ」は、ワイヤレスチャネルを介してデータを
送信することが可能な独立動作型の装置またはデバイスであり、「受信エンティティ」は
、ワイヤレスチャネルを介してデータを受信することが可能な独立動作型の装置またはデ
バイスである。以下の説明では、下付き文字「ｄｎ」はダウンリンクを示し、下付き文字
「ｕｐ」はアップリンクを示し、Ｎｕｐ個のユーザ端末が、アップリンク上の同時送信の
ために選択され、Ｎｄｎ個のユーザ端末が、ダウンリンク上の同時送信のために選択され
、Ｎｕｐは、Ｎｄｎと等しくてもまたは等しくなくてもよく、ＮｕｐおよびＮｄｎは、静
的な値であり得るか、またはスケジューリング間隔ごとに変化することができる。アクセ
スポイントおよびユーザ端末において、ビームステアリングまたは何らかの他の空間処理
技法が使用され得る。
【００３０】
　アップリンク上では、アップリンク送信のために選択された各ユーザ端末１２０におい
て、送信（ＴＸ）データプロセッサ２８８は、データソース２８６からトラフィックデー
タを受信し、コントローラ２８０から制御データを受信する。コントローラ２８０は、メ
モリ２８２に結合され得る。ＴＸデータプロセッサ２８８は、ユーザ端末のために選択さ
れたレートに関連するコーディング方式および変調方式に基づいて、ユーザ端末のための
トラフィックデータを処理（たとえば、符号化、インターリーブ、および変調）し、デー
タシンボルストリームを提供する。ＴＸ空間プロセッサ２９０は、データシンボルストリ
ームに対して空間処理を実行し、Ｎｕｔ，ｍ個の送信シンボルストリームをＮｕｔ，ｍ個
のアンテナに提供する。各送信機ユニット（ＴＭＴＲ）２５４は、アップリンク信号を生
成するために、それぞれの送信シンボルストリームを受信し、処理（たとえば、アナログ
変換、増幅、フィルタリング、および周波数アップコンバート）する。Ｎｕｔ，ｍ個の送
信機ユニット２５４は、Ｎｕｔ，ｍ個のアンテナ２５２からアクセスポイント１１０への
送信のためにＮｕｔ，ｍ個のアップリンク信号を提供する。
【００３１】
　アップリンク上での同時送信のために、Ｎｕｐ個のユーザ端末がスケジュールされ得る
。これらのユーザ端末の各々は、そのデータシンボルストリームに対して空間処理を実行
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し、アップリンク上で送信シンボルストリームのそのセットをアクセスポイントに送信す
る。
【００３２】
　アクセスポイント１１０において、Ｎａｐ個のアンテナ２２４ａ～２２４ａｐが、アッ
プリンク上で送信するすべてのＮｕｐ個のユーザ端末からアップリンク信号を受信する。
各アンテナ２２４は、受信された信号をそれぞれの受信機ユニット（ＲＣＶＲ）２２２に
提供する。各受信機ユニット２２２は、送信機ユニット２５４によって実行された処理を
補完する処理を実行し、受信シンボルストリームを提供する。ＲＸ空間プロセッサ２４０
は、Ｎａｐ個の受信機ユニット２２２からのＮａｐ個の受信シンボルストリームに対して
受信機空間処理を実行し、Ｎｕｐ個の復元されたアップリンクデータシンボルストリーム
を提供する。受信機空間処理は、チャネル相関行列反転（ＣＣＭＩ）、最小平均２乗誤差
（ＭＭＳＥ）、ソフト干渉消去（ＳＩＣ）、または何らかの他の技法に従って実行される
。各々の復元されたアップリンクデータシンボルストリームは、それぞれのユーザ端末に
よって送信されたデータシンボルストリームの推定値である。ＲＸデータプロセッサ２４
２は、復号データを取得するために、そのストリームのために使用されたレートに従って
各々の復元されたアップリンクデータシンボルストリームを処理（たとえば、復調、デイ
ンターリーブ、および復号）する。各ユーザ端末の復号データは、記憶のためにデータシ
ンク２４４に提供され、かつ／または、さらに処理するためにコントローラ２３０に提供
される場合がある。コントローラ２３０は、メモリ２３２に結合され得る。
【００３３】
　ダウンリンク上では、アクセスポイント１１０において、ＴＸデータプロセッサ２１０
は、ダウンリンク送信のためにスケジュールされたＮｄｎ個のユーザ端末のためのデータ
ソース２０８からトラフィックデータを受信し、コントローラ２３０から制御データを受
信し、場合によってはスケジューラ２３４から他のデータを受信する。様々なタイプのデ
ータが、様々なトランスポートチャネル上で送信され得る。ＴＸデータプロセッサ２１０
は、そのユーザ端末のために選択されたレートに基づいて、各ユーザ端末のトラフィック
データを処理（たとえば、符号化、インターリーブ、変調）する。ＴＸデータプロセッサ
２１０は、Ｎｄｎ個のダウンリンクデータシンボルストリームをＮｄｎ個のユーザ端末に
提供する。ＴＸ空間プロセッサ２２０は、Ｎｄｎ個のダウンリンクデータシンボルストリ
ームに対して空間処理（本開示で説明するプリコーディングまたはビームフォーミングな
ど）を実行し、Ｎａｐ個のアンテナにＮａｐ個の送信シンボルストリームを提供する。各
送信機ユニット２２２は、ダウンリンク信号を生成するために、それぞれの送信シンボル
ストリームを受信し処理する。Ｎａｐ個の送信機ユニット２２２は、Ｎａｐ個のアンテナ
２２４からユーザ端末への送信のためのＮａｐ個のダウンリンク信号を提供する。
【００３４】
　各ユーザ端末１２０において、Ｎｕｔ，ｍ個のアンテナ２５２は、アクセスポイント１
１０からＮａｐ個のダウンリンク信号を受信する。各受信機ユニット２５４は、関連する
アンテナ２５２から受信された信号を処理し、受信シンボルストリームを提供する。ＲＸ
空間プロセッサ２６０は、Ｎｕｔ，ｍ個の受信機ユニット２５４からのＮｕｔ，ｍ個の受
信シンボルストリームに対して受信機空間処理を実行し、復元されたダウンリンクデータ
シンボルストリームをユーザ端末に提供する。受信機空間処理は、ＣＣＭＩ、ＭＭＳＥ、
または何らかの他の技法に従って実行される。ＲＸデータプロセッサ２７０は、ユーザ端
末のための復号データを取得するために、復元されたダウンリンクデータシンボルストリ
ームを処理（たとえば、復調、デインターリーブ、および復号）する。各ユーザ端末の復
号データは、記憶のためにデータシンク２７２に提供され、かつ／または、さらに処理す
るためにコントローラ２８０に提供される場合がある。
【００３５】
　各ユーザ端末１２０において、チャネル推定器２７８は、ダウンリンクチャネル応答を
推定し、チャネル利得推定値、ＳＮＲ推定値、ノイズ分散などを含み得るダウンリンクチ
ャネル推定値を提供する。同様に、アクセスポイント１１０において、チャネル推定器２
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２８は、アップリンクチャネル応答を推定し、アップリンクチャネル推定値を提供する。
各ユーザ端末用のコントローラ２８０は、通常、ユーザ端末に関する空間フィルタ行列を
、そのユーザ端末に関するダウンリンクチャネル応答行列Ｈｄｎ，ｍに基づいて導出する
。コントローラ２３０は、アクセスポイントに関する空間フィルタ行列を、実効アップリ
ンクチャネル応答行列Ｈｕｐ，ｅｆｆに基づいて導出する。各ユーザ端末用のコントロー
ラ２８０は、フィードバック情報（たとえば、ダウンリンクおよび／またはアップリンク
の固有ベクトル、固有値、ＳＮＲ推定値など）をアクセスポイントに送信し得る。コント
ローラ２３０および２８０は、それぞれ、アクセスポイント１１０およびユーザ端末１２
０における様々な処理ユニットの動作も制御する。
【００３６】
　図３は、本開示の態様を実装するために、ＡＰ１１０および／またはＵＴ１２０におい
て利用され得る例示的な構成要素を示す。たとえば、ＡＰによって実装される本開示の態
様を実施するために、送信機３１０、アンテナ３１６、プロセッサ３０４、および／また
はＤＳＰ３２０が使用される場合がある。さらに、ＵＴによって実装される本開示の態様
を実施するために、受信機３１２、アンテナ３１６、プロセッサ３０４、および／または
ＤＳＰ３２０が使用される場合がある。
【００３７】
　図３は、ＭＩＭＯシステム１００内に採用され得るワイヤレスデバイス３０２において
利用され得る様々な構成要素を示す。ワイヤレスデバイス３０２は、本明細書で説明する
様々な方法を実装するように構成され得るデバイスの一例である。ワイヤレスデバイス３
０２は、アクセスポイント１１０またはユーザ端末１２０であり得る。
【００３８】
　ワイヤレスデバイス３０２は、ワイヤレスデバイス３０２の動作を制御するプロセッサ
３０４を含み得る。プロセッサ３０４は、中央処理ユニット（ＣＰＵ）とも呼ばれ得る。
読取り専用メモリ（ＲＯＭ）とランダムアクセスメモリ（ＲＡＭ）の両方を含み得るメモ
リ３０６は、命令およびデータをプロセッサ３０４に提供する。メモリ３０６の一部分は
、不揮発性ランダムアクセスメモリ（ＮＶＲＡＭ）を含む場合もある。プロセッサ３０４
は、通常、メモリ３０６内に記憶されたプログラム命令に基づいて論理演算および算術演
算を実行する。メモリ３０６内の命令は、本明細書で説明する方法を実施するために実行
可能であり得る。
【００３９】
　ワイヤレスデバイス３０２は、ワイヤレスデバイス３０２とリモートノードとの間のデ
ータの送信および受信を可能にするための送信機３１０および受信機３１２を含み得るハ
ウジング３０８も含み得る。送信機３１０および受信機３１２は、組み合わされてトラン
シーバ３１４になり得る。単一または複数の送信アンテナ３１６が、ハウジング３０８に
取り付けられ、トランシーバ３１４に電気的に結合され得る。ワイヤレスデバイス３０２
は、複数の送信機、複数の受信機、複数のトランシーバも含み得る（図示せず）。
【００４０】
　ワイヤレスデバイス３０２は、トランシーバ３１４によって受信された信号のレベルを
検出し定量化するために使用され得る信号検出器３１８を含む場合もある。信号検出器３
１８は、総エネルギー、シンボルごとのサブキャリア当りのエネルギー、電力スペクトル
密度、および他の信号などの信号を検出し得る。ワイヤレスデバイス３０２は、信号を処
理する際に使用するためのデジタル信号プロセッサ（ＤＳＰ）３２０も含み得る。
【００４１】
　ワイヤレスデバイス３０２の様々な構成要素は、データバスに加えて、電力バス、制御
信号バス、およびステータス信号バスを含み得るバスシステム３２２によって互いに結合
され得る。
【００４２】
アンテナ設計
　本開示の様々な態様を理解するためのより十分な基礎を提供するために、次に、本開示
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の一態様によるパッチアンテナの実装形態を示す図４Ａおよび図４Ｂを参照する。
【００４３】
　図４Ａおよび図４Ｂはそれぞれ、本開示の一態様による短尺半パッチアンテナをサポー
トするための基板を設けるＰＣＢ４００の上面図および側面断面図を示す。図４Ａおよび
図４Ｂに示すように、ＰＣＢ４００は、前縁部すなわち前端部４０２ａおよび後端部すな
わち後縁部４０２ｂを有する放射要素４０２、接地接続部４０６に結合された接地要素４
０４を含む。ＰＣＢ４００は、放射要素４０２の後縁部４０２ｂに隣接する放射要素４０
２の一部を接地要素４０４に結合するための少なくとも１つの短絡要素４０８も含む。た
とえば、いくつかの態様では、少なくとも１つの短絡要素４０８は、導電性材料からＰＣ
Ｂ４００内に形成されＰＣＢの誘電体材料を通って接地要素４０４から放射要素４０２ま
で垂直に延びる、複数のビア４１０とすることができる。さらに、放射要素４０２の前縁
部４０２ａは、以下でさらに詳細に説明するように、接地要素４０４の一方の縁部には近
いが、接地要素４０４の他方の縁部からは遠くに位置している。
【００４４】
　ＰＣＢ４００は、放射要素４０２を処理システムまたは他の構成要素に結合するための
給電構造をさらに含む。詳細には、給電構造は、少なくとも１つの給電線４１２および給
電ビア４１４を含み、給電線４１２は、給電ビア４１４を使用して放射要素４０２に結合
されている。たとえば、いくつかの態様では、給電線４１２は、ＰＣＢ４００内に少なく
とも１つのマイクロストリップ線路を含む場合があり、必要な場合、ＰＣＢ４００の様々
な層を介して給電ビア４１４を処理システムに電気的に結合するためにＰＣＢ４００内に
形成された１つまたは複数のビアを含む場合がある。給電ビア４１４は、ＰＣＢ４００内
に形成されたビアとすることもでき、放射要素４０２と給電線４１２との間に垂直に延び
るように構成される場合がある。
【００４５】
　要素４０２、４０４、４０６、４０８、４１０、４１２、および４１４は、ＰＣＢ技術
において、ビア、線、トレースなどを形成するための任意の技法を使用してＰＣＢ内に形
成することができる。しかしながら、本開示は、非ＰＣＢ技術の使用を企図する。非ＰＣ
Ｂ技術の場合、そのような特徴部は、対応する技法を使用して形成することができる。
【００４６】
　ＰＣＢ４００では、放射要素４０２、少なくとも１つの短絡要素４０８、および接地要
素４０４の構成は、短尺半パッチアンテナを設けるように構成される。パッチアンテナ構
成は、様々なタイプのＰＣＢ、および集積回路パッケージなどの同様の技術において展開
することができる利点を有するが、ダイポールアンテナは、特別のクリアランス要件を必
要とする。たとえば、パッチアンテナは、金属層、はんだボール、またはＰＣＢの他の特
徴部よりも上に直接置くことができる。第２に、６０ＧＨｚに使用されるアンテナが通常
、低干渉偏波を有し、モバイル側の接続がランダムな方位を有する可能性があるので、パ
ッチアンテナ構成はまた、６０ＧＨｚ帯域にとって重要である偏波ダイバーシティをサポ
ートまたは提供する。したがって、パッチアンテナは、偏波ダイバーシティを提供するた
めのパッケージの様々な部分において展開することができる。
【００４７】
　標準的なパッチアンテナでは、アンテナは、給電線に結合され接地要素に平行に配置さ
れた放射要素を有するように構成される。この構成では、標準的なパッチアンテナは、約
半波長離れている２つのスロットアンテナのようにふるまう。しかしながら、これは、パ
ッチの面に直交して（すなわち、比較的ハイアングルで）ピークの利得を有し、ローアン
グルで比較的低い利得を有する２つの要素アレイも形成するが、２つのスロットは弱め合
うように干渉する。したがって、パッチを取り囲む接地面の存在は、ローアングルにおけ
る放射をさらに制限する。対照的に、短尺半パッチアンテナは、給電線にだけでなく、接
地面にも結合された放射要素を有するように構成され、このことによって、半パッチアン
テナは、１つのスロットのみを有する。このことは、ローアングルで標準的なパッチアン
テナにおいて通常遭遇する弱め合う干渉を除去する。したがって、このことはまた、ロー
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アングルにおける偏波ダイバーシティのサポートを改善する。
【００４８】
　短尺半パッチアンテナ構造は、放射要素の後縁部すなわち後端部が接地要素に結合され
ていることと、放射要素の長さが中心動作周波数に対して誘電体媒体内の波長の１／４に
なるように選択されるということとを特徴とするＰＣＢ４００では、短尺半波長パッチア
ンテナ構成は、少なくとも１つの短絡要素４０８を使用して後縁部４０２ｂを接地要素４
０４に結合させるように放射要素４０２を構成することによって提供される。短絡要素４
０８は、ａと接触する複数のビア４１０を使用して形成することができる。さらに、放射
要素４０２の長さＬは、無線動作帯域（たとえば、６０ＧＨｚ無線帯域）の中心周波数に
対してＰＣＢ４００を構成する誘電体材料における波長の１／４（λ／４）になるように
選択される。放射要素４０２はまた、幅Ｗを有するように選択される。幅Ｗおよび給電ビ
ア４１４の配置は、特定の用途に必要なインピーダンスおよびチューニングを提供するよ
うに選択される。
【００４９】
　放射要素４０２および接地要素４０４が矩形形状を有するように本明細書では示すが、
これは、単に説明しやすいようにするためである。本開示は、本明細書で説明する技法を
様々な形状の要素とともに利用することができることを企図する。
【００５０】
　さらに、ビア４１０、４１４、ならびに上記および下記で説明する他のものは単一の円
筒形ビアとして示されているが、これは、単に説明しやすくするためである。本開示は、
本明細書で説明する半短尺パッチアンテナを形成するために任意の形状または寸法のビア
を使用することができることを企図する。たとえば、図４Ａおよび図４Ｂに示す一連のビ
ア４１０の代わりに、１つまたは２つのワイドビア構造を使用して、短尺壁４０８を形成
することができる。したがって、少なくとも１つの短絡要素４０８に対する要件は、ビア
４１０にせよ、他の要素にせよ、短絡要素が後縁部４０２ｂの大部分に沿って延びること
だけである。たとえば、少なくとも４０％。
【００５１】
　本開示は、接地要素の縁部に対する放射要素の縁部の位置の慎重な選択による標準的な
短尺半パッチアンテナに関する改善を企図する。この改善は、以下で説明するように、強
化された前方またはローアングルの放射をもたらす。
【００５２】
　上述のように、ＰＣＢ４００内に形成された短尺半パッチアンテナの一態様は、放射要
素４０２の前縁部４０２ａが接地要素４０４の縁部の近傍に位置することである。詳細に
は、放射要素４０２は、前縁部４０２ａから接地要素４０４の対応する縁部までの横方向
距離ｄＦが無線動作帯域の中心周波数に関する波長の１／２（λ／２）以下になるように
、接地要素に対して位置する。特定の実装形態では、この距離は、ゼロとすることができ
る（ｄＦ＝０）。このように接地要素４０４に対して放射要素４０２を配置することは、
したがって、前方ローアングル放射信号を減衰させる接地面の量を低減する。いくつかの
実装形態では、この効果は、ＰＣＢ４００自体の外縁部にできる限り近くに前縁部４０２
ａを配置することによって、すなわち、できる限りｄＦ＿ＰＣＢを低減することによって
、さらに改善することができる。特定の実装形態では、この距離は、ゼロとすることがで
きる（ｄＦ＿ＰＣＢ＝０）。
【００５３】
　さらに上記に述べたように、ＰＣＢ４００内に形成された短尺半パッチアンテナの一態
様は、放射要素４０２の他の縁部が接地要素４０４の縁部から離れるように位置すること
である。詳細には、放射要素４０２は、後縁部４０２ｂから接地要素４０４の対応する縁
部までの横方向距離ｄＲが無線動作帯域の中心周波数に関する波長の１／２（λ／２）以
上になるように、接地要素に対して位置する。同様に、放射要素４０２は、放射要素４０
２の側面縁部４０２ｃおよび４０２ｄから、接地要素４０４のそれぞれの対応する縁部ま
での横方向距離ｄ１およびｄ２が各々、中心動作周波数に関する波長の１／２（λ／２）
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以上になるように、接地要素に対して位置する。縁部４０２ｂ、４０２ｃ、および４０２
ｄのそのような構成は、したがって、前縁部４０２ａに対するこれらの縁部の接地面面積
の増加により他の方向に放射される信号の減衰量を低減し、したがって、前方（すなわち
、ローアングル）性能を選好する。
【００５４】
　図４Ａおよび図４Ｂの構成は、さらに性能を改善する様々な方法で修正することができ
る。１つのそのような修正は、本開示の第１の代替の態様に従って構成された短尺半パッ
チアンテナを含むＰＣＢ５００を示す図５に示される。上述のように、１つの可能な実装
形態は、ｄＦ＝０となり、ｄＦ＿ＰＣＢ＝０となるように、放射要素４０２および接地要
素４０４を構成することである。そのような構成が、図５のＰＣＢ５００によって示され
る。上記に説明したように、この構成は、放射要素４０２から放射する前方（すなわち、
ローアングル）信号の減衰の全体的な低減をもたらす。
【００５５】
　別の考えられる修正は、本開示の第２の代替の態様に従って構成されたパッチアンテナ
を含むＰＣＢ６００を示す図６に示される。図６に示すように、ＰＣＢ６００は、図４Ａ
および図４ＢのＰＣＢ４００とほぼ同じように構成される。しかしながら、ＰＣＢ４００
に関して上記で説明した特徴部に加えて、ＰＣＢ６００は、放射要素４０２よりも上に位
置しカップリング構造を使用して放射要素４０２の前縁部４０２ａに結合された第２の放
射要素６０２を含む。たとえば、図６に示すように、ＰＣＢ６００内に形成された１つま
たは複数のビア６０４は、そのようなカップリング構造を提供することができる。第２の
放射要素６０２は、放射要素４０２とほぼ同様に寸法決定することができる。さらに、第
２の放射要素６０２は、第２の放射要素６０２および放射要素４０２が互いにほぼ完全に
重なるように位置することができる。この構成は、アンテナに設けられる追加の共振器を
もたらす。そのような構成は、得られた短尺半パッチアンテナのインピーダンス帯域幅性
能を改善するように利用することができる。詳細には、この構成は、より広い帯域幅を提
供するために利用することができる。
【００５６】
　別の修正は、本開示の第３の代替の態様に従って構成されたパッチアンテナを含むＰＣ
Ｂ７００を示す図７に示される。図７に示すように、ＰＣＢ７００は、図４Ａおよび図４
ＢのＰＣＢ４００とほぼ同じように構成される。しかしながら、ＰＣＢ４００に関して上
記で説明した特徴部に加えて、ＰＣＢ７００は、カップリング構造を使用して接地要素４
０４および互いに結合された追加の接地要素７０４１、７０４２、７０４３も含む。たと
えば、図７に示すように、カップリング構造は、ビア７０６１、７０６２、および７０６

３によってＰＣＢ７００内に提供される場合がある。
【００５７】
　これは、電気ノイズおよび接地ループを介した干渉を低減し、隣接する回路トレース間
のクロストークを防止することができる、より大きい接地面をもたらす。詳細には、回路
のステートのスイッチングに応答して大きい電流パルスが起こり、電源および接地トレー
スがかなりのインピーダンスを有するとき、これらのトレースにわたる電圧降下は、ノイ
ズ電圧パルスを形成することができる。しかしながら、大きい導電面積、したがってより
低いインピーダンスを提供することによって、電流パルスによるノイズ量は、ＰＣＢ７０
０内でかなり低減することができる。さらに、高密度ＰＣＢでは、アンテナ層は通常、他
の配線および他の供給層よりも上に配置される必要がある。したがって、図７の複数の接
地要素は、アンテナ素子がそのような層からより十分に絶縁されることを可能にし、した
がって、アンテナのより信頼性が高い動作を確実にする。
【００５８】
　図５～図７の修正は絶縁しているように示されているが、これは、単に説明しやすくす
るためである。むしろ、本開示は、上記で説明した修正が互いに任意に組み合わされて使
用することができることを企図する。
【００５９】
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　さらに、上記の説明は、主に単一の短尺半平面アンテナの構成の説明に向けられてきた
が、本開示は、そのようなアンテナの複数の事例を一度に使用することを企図する。たと
えば、６０ＧＨｚ帯域通信の場合、所望の方向の信号に焦点を合わせ、所望の方向に信号
を向けるためにビームフォーマを提供するために、内部に供給される振幅および位相の制
御信号と組み合わせて、複数のアンテナを利用することが望ましい。１つのそのような実
装形態は、本開示の一態様による短尺半平面アンテナのアレイを示す図８に示される。図
８に示すように、ＰＣＢ８００は、アンテナ８０２ａ、８０２ｂ、８０２ｃ、および８０
２ｄのアレイ８０１を示しながら提供される。アンテナ８０２ｉの各々は、たとえば、図
４Ａ～図７のうちのいずれか、または任意の変形形態、またはそれらの組合せに従って構
成することができる。動作時、給電線８０４ａ、８０４ｂ、８０４ｃ、および８０４ｄの
各々における信号は、給電線８０４ａ、８０４ｂ、８０４ｃ、および８０４ｄのすべてま
たは各々に関して制御回路（図示せず）を介して位相および／または振幅において調整す
ることができる。その結果、アレイ８０１は、特定の方向に信号を向けるためにビームフ
ォーマを動作させる。さらに、アンテナの各々が前方（すなわち、ローアングル）性能を
改善したとき、アレイ８０１によって提供されるカバレージは、標準的なパッチアンテナ
または既存の短尺半波長アンテナさえ使用して考えられるよりもかなり広い。
【００６０】
　次に図９および図１０を参照すると、本開示の態様による短尺半パッチアンテナの性能
が示される。図９および図１０の各々に関して、図６および図７の短尺半パッチアンテナ
の態様を組み合わせるパッチアンテナの自由空間における動作がシミュレートされる。そ
れは、図４Ａおよび図４Ｂにおいて説明した短尺半パッチアンテナであるが、図６に関し
て説明した第２の放射要素が追加され、図７に関して説明した追加の接地要素７０４１、
７０４２、７０４３が追加されている。
【００６１】
　図９は、上記で説明した短尺半パッチアンテナの６０ＧＨｚ帯域（５７．５ＧＨｚ～６
６．２５ＧＨｚ）にわたる周波数の関数としての反射損失のＸ－Ｙプロットを示す。図９
に示すように、その範囲全体にわたる反射損失は、－１０ｄＢと－１４．５ｄＢとの間で
あり、これは、ＲＦエネルギーの１／１０未満が反射されていることを意味する。通常、
－１０ｄＢ以下の反射損失は、テスト中のデバイスがチューニングされ適度に良好なイン
ピーダンス整合を有すると見なされるとき、通常は良好と見なされる。したがって、図９
は、本開示の短尺半パッチアンテナが許容できる反射損失を提供することを示す。
【００６２】
　図１０は、パッケージ上に装着されたこの同じ短尺半パッチアンテナの放射パターンを
示す。図１０から観察することができるように、新規の短尺半パッチアンテナ構造は、ロ
ーアングル（＋Ｘ方向）とほぼ同じハイアングル（＋Ｚ方向）の放射パターンをもたらす
。多少のハイアングル（－Ｚ方向）では多少の減衰が観測されるが、これは、パッケージ
によるものである。しかしながら、図１０は、パッチアンテナにおいて通常ローアングル
で観測される減衰が、上記で説明した新規の短尺半パッチアンテナ構造では低減または除
去されることを示す。
【００６３】
　上記で説明した方法の様々な動作は、対応する機能を実行することができる任意の適切
な手段によって実行され得る。手段は、限定はしないが、回路、特定用途向け集積回路（
ＡＳＩＣ）、またはプロセッサを含む、様々なハードウェアおよび／またはソフトウェア
構成要素および／またはモジュールを含み得る。一般に、図に示す動作がある場合、それ
らの動作は、同様の番号を有する対応する動作のミーンズプラスファンクション構成要素
を有し得る。
【００６４】
　生成するための手段は、図２に示すアクセスポイント１１０のデータプロセッサ２１０
、２４２、および／もしくはコントローラ２３０、または図３に描かれたプロセッサ３０
４および／もしくはＤＳＰ３２０などの、１つまたは複数のプロセッサを含み得る処理シ
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ステムを含む場合がある。出力する（たとえば、送信する）ための手段は、図２に示すア
クセスポイント１１０の送信機（たとえば、送信機ユニット２２２）および／もしくはア
ンテナ２２４、または図３に示す送信機３１０および／もしくはアンテナ３１６を含み得
る。
【００６５】
　取得する（たとえば、受信する）ための手段は、図２に示すＵＴ１２０の受信機（たと
えば、受信機ユニット２５４）および／もしくはアンテナ２５２、または図３に示す受信
機３１２および／もしくはアンテナ３１６を含み得る。決定するための手段は、図３に描
かれたプロセッサ２６０、２７０、２８８、および２９０、ならびに／またはＵＴ１２０
のコントローラ２８０、もしくはプロセッサ３０４、および／もしくはＤＳＰ３２０など
の、１つまたは複数のプロセッサを含み得る処理システムを含む場合がある。
【００６６】
　供給するための手段は、図４に関して上記で説明したように、放射要素４０２を処理シ
ステムまたは他の構成要素に結合するための給電構造を備える場合がある。詳細には、給
電するための手段は、図４に関して上記で説明した少なくとも１つの給電線４１２および
給電ビア４１４を備える場合がある。接地要素４０４を放射要素４０２に結合するための
手段は、図４のビア４１０、または、接地要素４０４を放射要素４０２に結合するための
、ＰＣＢ４００内のビアとマイクロストリップ線路との任意の組合せを備える場合がある
。第２の放射要素６０２を第１の放射要素４０２に結合するための手段は、図６に示すビ
ア６０４、または、ＰＣＢ６００内のビアとマイクロストリップ線路との任意の組合せを
備える場合がある。接地要素４０４および少なくとも１つの第２の接地要素７０６ｉを結
合するための手段は、図７に示すビア７０４ｉ、または、ＰＣＢ７００内のビアとマイク
ロストリップ線路との任意の組合せを備える場合がある。
【００６７】
　いくつかの態様によれば、そのような手段は、上述した様々なアルゴリズムを（たとえ
ば、ハードウェア内で、または実行しているソフトウェア命令によって）実施することに
よって、対応する機能を実行するように構成された処理システムによって実施され得る。
【００６８】
　本明細書で使用する「決定する」という用語は、多種多様な動作を包含する。たとえば
、「決定する」ことは、計算すること、コンピューティングすること、処理すること、導
出すること、調査すること、ルックアップすること（たとえば、テーブル、データベース
、または別のデータ構造をルックアップすること）、確認することなどを含み得る。さら
に、「決定する」ことは、受信すること（たとえば、情報を受信すること）、アクセスす
ること（たとえば、メモリ内のデータにアクセスすること）などを含み得る。さらに、「
決定する」ことは、解決すること、選択すること、選ぶこと、確立することなどを含み得
る。
【００６９】
　本明細書で使用する「出力すること」という用語は、送信に関して、あるエンティティ
（たとえば、処理システム）から別のエンティティ（たとえば、ＲＦフロントエンドまた
はモデム）への実際の送信または構造の出力を含む場合がある。本明細書で使用する「取
得すること」という用語は、オーバージエアで送信された構造を実際に受信すること、ま
たは、あるエンティティ（たとえば、処理システム）によって別のエンティティ（たとえ
ば、ＲＦフロントエンドまたはモデム）から構造を取得することを含む場合がある。
【００７０】
　本明細書で使用するとき、項目のリスト「のうちの少なくとも１つ」に言及する句は、
単一のメンバーを含む、それらの項目の任意の組合せを指す。一例として、「ａ、ｂ、ま
たはｃのうちの少なくとも１つ」は、ａ、ｂ、ｃ、ａ－ｂ、ａ－ｃ、ｂ－ｃ、およびａ－
ｂ－ｃ、ならびに複数の同じ要素を有する任意の組合せ（たとえば、ａ－ａ、ａ－ａ－ａ
、ａ－ａ－ｂ、ａ－ａ－ｃ、ａ－ｂ－ｂ、ａ－ｃ－ｃ、ｂ－ｂ、ｂ－ｂ－ｂ、ｂ－ｂ－ｃ
、ｃ－ｃ、およびｃ－ｃ－ｃ、または任意の他の順序のａ、ｂ、およびｃ）を包含するも
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のとする。
【００７１】
　本開示に関連して説明した様々な例示的な論理ブロック、モジュール、および回路は、
汎用プロセッサ、デジタル信号プロセッサ（ＤＳＰ）、特定用途向け集積回路（ＡＳＩＣ
）、フィールドプログラマブルゲートアレイ（ＦＰＧＡ）もしくは他のプログラマブル論
理デバイス（ＰＬＤ）、個別ゲートもしくはトランジスタ論理、個別ハードウェア構成要
素、または本明細書で説明した機能を実行するように設計されたそれらの任意の組合せを
用いて実装または実行され得る。汎用プロセッサはマイクロプロセッサであり得るが、代
替として、プロセッサは、任意の市販のプロセッサ、コントローラ、マイクロコントロー
ラ、または状態機械であり得る。プロセッサはまた、コンピューティングデバイスの組合
せ、たとえばＤＳＰとマイクロプロセッサの組合せ、複数のマイクロプロセッサ、１つま
たは複数のマイクロプロセッサとＤＳＰコア、または任意の他のそのような構成として実
装され得る。
【００７２】
　本開示に関して説明する方法またはアルゴリズムのステップは、直接ハードウェアにお
いて、プロセッサによって実行されるソフトウェアモジュールにおいて、またはその２つ
の組合せにおいて具現化され得る。ソフトウェアモジュールは、当技術分野で知られてい
る任意の形態の記憶媒体内に存在し得る。使用され得る記憶媒体のいくつかの例としては
、ランダムアクセスメモリ（ＲＡＭ）、読取り専用メモリ（ＲＯＭ）、フラッシュメモリ
、ＥＰＲＯＭメモリ、ＥＥＰＲＯＭメモリ、レジスタ、ハードディスク、リムーバブルデ
ィスク、ＣＤ－ＲＯＭなどがある。ソフトウェアモジュールは、単一の命令、または多数
の命令を含んでよく、いくつかの異なるコードセグメント上で、異なるプログラム間で、
および複数の記憶媒体にわたって分散され得る。記憶媒体は、プロセッサが記憶媒体から
情報を読み取り、記憶媒体に情報を書き込むことができるように、プロセッサに結合され
得る。代替的には、記憶媒体はプロセッサと一体化することができる。
【００７３】
　本明細書で開示する方法は、説明した方法を達成するための１つまたは複数のステップ
または動作を含む。方法のステップおよび／または動作は、特許請求の範囲から逸脱する
ことなく、互いに交換され得る。言い換えれば、ステップまたは動作の特定の順序が明記
されていない限り、その順序および／または特定のステップおよび／または動作の使用は
、特許請求の範囲を逸脱することなく修正され得る。
【００７４】
　説明した機能は、ハードウェア、ソフトウェア、ファームウェアまたはそれらの任意の
組合せにおいて実装され得る。ハードウェアで実装される場合、例示的なハードウェア構
成は、ワイヤレスノード内の処理システムを含み得る。処理システムは、バスアーキテク
チャを用いて実装され得る。バスは、処理システムの特定の適用例および全体的な設計制
約に応じて、任意の数の相互接続バスおよびブリッジを含み得る。バスは、プロセッサ、
機械可読媒体、およびバスインターフェースを含む様々な回路を互いにリンクし得る。バ
スインターフェースは、ネットワークアダプタを、特にバスを介して処理システムに結合
するのに使用され得る。ネットワークアダプタは、物理（ＰＨＹ）層の信号処理機能を実
施するために使用され得る。ユーザ端末１２０（図１参照）の場合において、ユーザイン
ターフェース（たとえば、キーパッド、ディスプレイ、マウス、ジョイスティックなど）
は、バスに結合され得る。バスは、当技術分野でよく知られており、したがって、これ以
上説明することはない、タイミング源、周辺装置、電圧調整器、電力管理回路などの様々
な他の回路をリンクする場合もある。
【００７５】
　プロセッサは、バスを管理することと、機械可読媒体上に記憶されたソフトウェアの実
行を含む一般的な処理とを担う場合がある。プロセッサは、１つまたは複数の汎用および
／または専用のプロセッサを用いて実装され得る。例としては、マイクロプロセッサ、マ
イクロコントローラ、ＤＳＰプロセッサ、およびソフトウェアを実行することができる他
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の回路がある。ソフトウェアは、ソフトウェア、ファームウェア、ミドルウェア、マイク
ロコード、ハードウェア記述言語、またはその他の名称で呼ばれるかどうかにかかわらず
、命令、データ、またはそれらの任意の組合せを意味するように広く解釈されるものであ
る。機械可読媒体は、例として、ＲＡＭ（ランダムアクセスメモリ）、フラッシュメモリ
、ＲＯＭ（読取り専用メモリ）、ＰＲＯＭ（プログラマブル読取り専用メモリ）、ＥＰＲ
ＯＭ（消去可能プログラマブル読取り専用メモリ）、ＥＥＰＲＯＭ（電気的消去可能プロ
グラマブル読取り専用メモリ）、レジスタ、磁気ディスク、光ディスク、ハードドライブ
、もしくは任意の他の適切な記憶媒体、またはそれらの任意の組合せを含み得る。機械可
読媒体は、命令がその上に記憶（および／または、符号化）されたコンピュータ可読媒体
を備えてもよく、これらの命令は、本明細書で説明した動作を実施するように１つまたは
複数のプロセッサによって実行可能であり、コンピュータプログラム製品において具現化
される。コンピュータプログラム製品は、消費者による購入のために内部のコンピュータ
可読媒体を広告するための実装材料を備える場合がある。
【００７６】
　ハードウェア実装形態では、機械可読媒体は、プロセッサとは別個の処理システムの一
部であってもよい。しかしながら、当業者が容易に諒解するように、機械可読媒体または
その任意の部分は、処理システムの外部にあってもよい。例として、機械可読媒体は、す
べてバスインターフェースを介してプロセッサがアクセスし得る、送信線路、データによ
って変調された搬送波、および／またはワイヤレスノードとは別個の命令が記憶されたコ
ンピュータ可読記憶媒体を含み得る。代替的または追加的に、機械可読媒体またはその任
意の部分は、キャッシュおよび／または汎用レジスタファイルがそうであり得るようにプ
ロセッサに統合され得る。
【００７７】
　処理システムは、すべてが外部バスアーキテクチャを介して他のサポート回路と互いに
リンクされる、プロセッサ機能を提供する１つまたは複数のマイクロプロセッサと、機械
可読媒体の少なくとも一部を提供する外部メモリとを有する汎用処理システムとして構成
され得る。代替として、処理システムは、プロセッサを有するＡＳＩＣ（特定用途向け集
積回路）、バスインターフェース、ユーザインターフェース（アクセス端末の場合）、サ
ポート回路、および単一のチップに統合された機械可読媒体の少なくとも一部分を用いて
、あるいは１つまたは複数のＦＰＧＡ（フィールドプログラマブルゲートアレイ）、ＰＬ
Ｄ（プログラマブル論理デバイス）、コントローラ、ステートマシン、ゲート論理、個別
ハードウェア構成要素、もしくは任意の他の好適な回路、または本開示全体にわたって説
明した様々な機能を実行できる回路の任意の組合せを用いて実装され得る。当業者は、特
定の用途とシステム全体に課せられた全体的な設計制約とに応じて処理システムに関する
説明した機能を最良に実装する方法を認識するであろう。
【００７８】
　機械可読媒体は、いくつかのソフトウェアモジュールを含み得る。ソフトウェアモジュ
ールは、プロセッサなどの装置によって実行されたときに、処理システムに様々な機能を
実行させる命令を含む。ソフトウェアモジュールは、送信モジュールおよび受信モジュー
ルを含み得る。各ソフトウェアモジュールは、単一の記憶デバイス内に存在するか、また
は複数の記憶デバイスにわたって分散され得る。例として、トリガイベントが発生したと
きに、ソフトウェアモジュールをハードドライブからＲＡＭにロードすることができる。
ソフトウェアモジュールの実行中、プロセッサは、アクセス速度を高めるために、命令の
いくつかをキャッシュにロードすることができる。次いで、１つまたは複数のキャッシュ
ラインを、プロセッサによる実行のために汎用レジスタファイルにロードすることができ
る。以下でソフトウェアモジュールの機能性に言及する場合、そのような機能性は、その
ソフトウェアモジュールからの命令を実行したときにプロセッサによって実装されること
が理解されよう。
【００７９】
　ソフトウェアにおいて実装される場合、機能は、１つまたは複数の命令またはコードと
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してコンピュータ可読媒体上に記憶されるか、またはコンピュータ可読媒体を介して送信
されてもよい。コンピュータ可読媒体は、コンピュータ記憶媒体と、コンピュータプログ
ラムの１つの場所から別の場所への転送を容易にする任意の媒体を含む通信媒体の両方を
含む。記憶媒体は、コンピュータによってアクセスされ得る任意の利用可能な媒体であり
得る。限定ではなく例として、そのようなコンピュータ可読媒体は、ＲＡＭ、ＲＯＭ、Ｅ
ＥＰＲＯＭ、ＣＤ－ＲＯＭもしくは他の光ディスクストレージ、磁気ディスクストレージ
もしくは他の磁気ストレージデバイス、または命令もしくはデータ構造の形態の所望のプ
ログラムコードを搬送もしくは記憶するために使用することができ、コンピュータによっ
てアクセスすることができる任意の他の媒体を備えることができる。また、任意の接続が
適切にコンピュータ可読媒体と呼ばれる。たとえば、ソフトウェアが、同軸ケーブル、光
ファイバケーブル、ツイストペア、デジタル加入者回線（ＤＳＬ）、または赤外線（ＩＲ
）、無線、およびマイクロ波などのワイヤレス技術を使用して、ウェブサイト、サーバ、
または他のリモートソースから送信される場合、同軸ケーブル、光ファイバケーブル、ツ
イストペア、ＤＳＬ、または赤外線、無線、およびマイクロ波などのワイヤレス技術は、
媒体の定義に含まれる。本明細書で使用されるディスク（ｄｉｓｋ）およびディスク（ｄ
ｉｓｃ）は、コンパクトディスク（ＣＤ）、レーザディスク、光ディスク、デジタル多用
途ディスク（ＤＶＤ）、フロッピーディスク、およびＢｌｕ－ｒａｙ（登録商標）ディス
クを含み、ここで、ディスク（ｄｉｓｋ）は、通常、データを磁気的に再生し、ディスク
（ｄｉｓｃ）は、レーザを用いて光学的にデータを再生する。したがって、いくつかの態
様では、コンピュータ可読媒体は、非一時コンピュータ可読媒体（たとえば、有形の媒体
）を含み得る。さらに、他の態様では、コンピュータ可読媒体は、一時的なコンピュータ
可読媒体（たとえば、信号）を含み得る。上記の組合せもコンピュータ可読媒体の範囲の
中に含まれるべきである。
【００８０】
　さらに、本明細書で説明される方法および技法を実施するためのモジュールおよび／ま
たは他の適切な手段が、ユーザ端末および／または基地局によって適切にダウンロードお
よび／または取得され得ることを諒解されたい。たとえば、そのようなデバイスは、本明
細書に記載の方法を実行するための手段の転送を容易にするために、サーバに結合され得
る。代替的には、ユーザ端末および／または基地局が記憶手段をデバイスに結合または提
供することに応じて様々な方法を取得することができるように、本明細書に記載の様々な
方法は、記憶手段（たとえば、ＲＡＭ、ＲＯＭ、コンパクトディスク（ＣＤ）またはフロ
ッピーディスクのような物理的記憶媒体、など）を介して提供され得る。その上、本明細
書で説明する方法および技法をデバイスに提供するための任意の他の適切な技法が利用さ
れ得る。
【００８１】
　特許請求の範囲は、上記に示した正確な構成および構成要素に限定されないことを理解
されたい。上記で説明した方法および装置の配置、動作、および詳細において、特許請求
の範囲を逸脱することなく、様々な修正、変更、および変形が行われ得る。
【符号の説明】
【００８２】
　　１００　多元接続多入力多出力システム、ＭＩＭＯシステム
　　１１０　アクセスポイント、ＡＰ
　　１２０　ユーザ端末、ＵＴ
　　１３０　システムコントローラ
　　２０８　データソース
　　２１０　送信データプロセッサ
　　２２０　送信空間プロセッサ
　　２２２　受信機ユニット、送信機ユニット
　　２２４　アンテナ
　　２２８　チャネル推定器
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　　２３０　コントローラ
　　２３２　メモリ
　　２３４　スケジューラ
　　２４０　受信空間プロセッサ
　　２４２　受信データプロセッサ
　　２４４　データシンク
　　２５２　アンテナ
　　２５４　送信機ユニット、受信機ユニット
　　２６０　受信空間プロセッサ
　　２７０　受信データプロセッサ
　　２７２　データシンク
　　２７８　チャネル推定器
　　２８０　コントローラ
　　２８２　メモリ
　　２８６　データソース
　　２８８　送信データプロセッサ
　　２９０　送信空間プロセッサ
　　３０２　ワイヤレスデバイス
　　３０４　プロセッサ
　　３０６　メモリ
　　３０８　ハウジング
　　３１０　送信機
　　３１２　受信機
　　３１４　トランシーバ
　　３１６　アンテナ
　　３１８　信号検出器
　　３２０　デジタル信号プロセッサ、ＤＳＰ
　　４００　プリント回路板、ＰＣＢ
　　４０２　放射要素
　　４０２ａ　前縁部、前端部
　　４０２ｂ　後縁部、後端部
　　４０２ｃ　側面縁部
　　４０２ｄ　側面縁部
　　４０４　接地要素
　　４０６　接地接続部
　　４０８　短絡要素
　　４１０　ビア
　　４１２　給電線
　　４１４　給電ビア
　　５００　ＰＣＢ
　　６００　ＰＣＢ
　　６０２　第２の放射要素
　　６０４　ビア
　　７００　ＰＣＢ
　　７０４１、７０４２、７０４３　追加の接地要素
　　７０４ｉ　ビア
　　７０６１、７０６２、７０６３　ビア
　　７０６ｉ　第２の接地要素
　　８００　ＰＣＢ
　　８０２ａ、８０２ｂ、８０２ｃ、８０２ｄ、８０２ｉ　アンテナ
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　　８０１　アレイ
　　８０４ａ、８０４ｂ、８０４ｃ、８０４ｄ　給電線
　　ｄＦ、ｄＲ、ｄ１、ｄ２　横方向距離
　　Ｌ　長さ
　　Ｗ　幅

【図１】



(22) JP 6772252 B2 2020.10.21

【図２】 【図３】

【図４Ａ】 【図４Ｂ】



(23) JP 6772252 B2 2020.10.21

【図５】 【図６】

【図７】 【図８】



(24) JP 6772252 B2 2020.10.21

【図９】



(25) JP 6772252 B2 2020.10.21

10

20

フロントページの続き

(56)参考文献  特開平０８－２２２９４０（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２００２－０６４３２４（ＪＰ，Ａ）　　　
              米国特許出願公開第２０１５／０２３６４１７（ＵＳ，Ａ１）　　
              特表２０１４－５３４７６３（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２００５－２７８１２７（ＪＰ，Ａ）　　　
              国際公開第２０１３／１８７０１３（ＷＯ，Ａ１）　　
              特開２００８－０１７４８５（ＪＰ，Ａ）　　　
              特開２０１０－１０９６９２（ＪＰ，Ａ）　　　
              中国特許出願公開第１０２７６０９３５（ＣＮ，Ａ）　　　
              米国特許出願公開第２００２／００４１２５６（ＵＳ，Ａ１）　　
              中国特許出願公開第１３３９８４９（ＣＮ，Ａ）　　　
              中国特許出願公開第１０４７３７３６７（ＣＮ，Ａ）　　　
              中国特許出願公開第１０４０２５３８０（ＣＮ，Ａ）　　　
              韓国登録特許第１０－０７６８５０２（ＫＲ，Ｂ１）　　

(58)調査した分野(Int.Cl.，ＤＢ名)
              Ｈ０１Ｑ　　１３／０８　　　　
              Ｈ０１Ｑ　　　１／２４　　　　
              Ｈ０１Ｑ　　　９／０４　　　　


	biblio-graphic-data
	claims
	description
	drawings
	overflow

